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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
　お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前9時～午後5時（土、日、祝・休日を除く）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／海外／債券

信託期間 2017年11月７日から2027年９月13日まで

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、主と
して米国債に実質的に投資することで、
信託財産の中長期的な成長を目指して運
用を行います。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主
要投資対象とします。

米国中期債運用戦略マザーファンド

米国債

当ファンドの
運用方法

■主として米国債に実質的に投資するこ
とで、信託財産の中長期的な成長を目
指します。

■実質組入外貨建資産については、「守
る為替ヘッジ戦略」と「攻める為替
ヘッジ戦略」の組合せにより、最適な
為替ヘッジ戦略を目指します。

■当ファンドは、投資者と販売会社が締
結する投資一任契約に基づいて、資産
を管理する口座の資金を運用するため
のファンドです。

組入制限 当ファンド

■株式への実質投資は行いません。
■外貨建資産への実質投資割合には、制
限を設けません。

米国中期債運用戦略マザーファンド

■株式への投資は行いません。
■外貨建資産への投資割合には、制限を
設けません。

分配方針 ■年２回（原則として毎年３月および９
月の11日。休業日の場合は翌営業日）
決算を行い、分配金額を決定します。

■分配対象額は、経費控除後の利子、配
当等収益と売買益（評価損益を含みま
す。）等の範囲内とします。

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定しま
す。

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。

ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。
（基準価額水準、市況動向等によって
は変更する場合があります。）

米国中期債運用戦略ファンド
（ダイワ投資一任専用）
【運用報告書（全体版）】

（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

第 10 期

決算日 2022年９月12日

受益者の皆さまへ

平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、

主として米国債に実質的に投資することで、信託

財産の中長期的な成長を目指して運用を行いま

す。当期についても、運用方針に沿った運用を行

いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額（分配落） 税 込

分 配 金
期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ 百万円
６期（2020年９月11日） 10,972 0 4.5 99.6 2,551

７期（2021年３月11日） 10,775 0 △1.8 100.8 1,311

８期（2021年９月13日） 10,951 0 1.6 99.3 1,066

９期（2022年３月11日） 10,867 0 △0.8 99.2 4,505

10期（2022年９月12日） 11,441 0 5.3 101.5 6,678

※基準価額の騰落率は分配金込み。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2022年３月11日 10,867 － 99.2

３月末 11,058 1.8 100.1

４月末 11,318 4.2 99.8

５月末 11,283 3.8 99.3

６月末 11,488 5.7 99.3

７月末 11,660 7.3 99.3

８月末 11,408 5.0 99.5

（期　　　末）
2022年９月12日 11,441 5.3 101.5

※騰落率は期首比です。

※当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

１ 運用経過
基準価額等の推移について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。
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純資産総額（百万円）: 右軸

分配金再投資基準価額（円）: 左軸
基準価額（円）: 左軸

期　　首 10,867円

期　　末 11,441円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 ＋5.3％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

基準価額の主な変動要因（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　当ファンドは、米国中期債運用戦略マザーファンドへの投資を通じて、主として残存期間が５
～７年程度の米国債に投資を行いました。
　実質的に保有する債券の価格下落は下落要因となりましたが、米ドル円相場の上昇や保有する
債券の利息収入が上昇要因となり、基準価額は上昇しました。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

　米国５～７年の中期ゾーンの国債利回り
は、前期末比で上昇（債券価格は下落）しま
した。主な背景は、物価上昇への警戒の高
まりを受け、ＦＯＭＣ（米連邦公開市場委員
会）で会合毎に利上げが決定したことや、５
月から７月にかけて利上げ幅が大幅になっ
たこと、６月からＦＲＢ（米連邦準備制度理
事会）の保有資産の削減が開始されたことで
す。また、米国の堅調な雇用環境や、個人
消費や設備投資といった内需の底堅さが示
されたことなども、利回り上昇の材料とな
りました。

　米ドル円相場は円安に振れました。主な
背景は、米国だけでなく、欧州や英国、カ
ナダ、オーストラリアなど海外の主要国で
政策金利の引き上げが行われたこととは対
照的に、日銀は日本の長期金利の上昇を抑
制するために国債を購入するなど大規模金
融緩和を継続したことを受け、日本と主要
国の金融政策や経済状況の格差が鮮明に
なったことです。また、資源価格の高止ま
りなどによって日本の貿易赤字が拡大した
ことも円安材料となりました。

投資環境について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

ポートフォリオについて（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

当ファンド

　主要投資対象である米国中期債運用戦略
マザーファンドを期を通じて高位に組み入
れ、期末の実質的な公社債組入比率は
101.5％としました。

米国中期債運用戦略マザーファンド

　当期の騰落率は、＋5.7％となりました。
　債券ポートフォリオは、５～７年までの
残存期間毎の米国債の組入比率がほぼ均等
となるように構築し、残存期間の分散を図
りました。
　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、大
和証券株式会社からの助言を受けて以下の
運用を行いました。ヘッジ比率は、ゼロ％
から70％台半ばの範囲で調整しました。期
初から５月下旬はゼロ％から30％程度、５
月の月末付近から８月上旬は概ね30％程度
から50％程度、８月中旬以降は50％程度か
ら70％台半ばとしました。「守る為替ヘッジ
戦略」は、期初から６月上旬は５％程度から
30％程度、その後は期末にかけて、30％程
度から50％程度としました。「攻める為替
ヘッジ戦略」は、主に期初から５月中旬に円
安判定、主に８月中旬に円高判定とし、「守
る為替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を増
減する調整を行いました。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

分配金について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合がありま
す。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第10期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 1,580

　期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

ベンチマークとの差異について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

２ 今後の運用方針
当ファンド

　引き続き、運用の基本方針に従い、米国
中期債運用戦略マザーファンドへの投資を
通じて、主として米国債に実質的に投資す
ることで、信託財産の中長期的な成長を目
指して運用を行います。

米国中期債運用戦略マザーファンド

　引き続き、債券ポートフォリオは、米国
債５～７年のラダー型とします。
　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、引
き続き、大和証券株式会社からの助言を受
けて運用を行います。なお、投資助言者の
運用方針は以下の通りです。為替ヘッジは
「攻・守」合わせた戦略を適用します。「守る
為替ヘッジ戦略」は常時適応し、債券価格と
米ドル円レートが逆方向に変動する動きを
捉え、安定した収益確保を図ります。さら
に、米ドル円の市場データを分析した結果、
追加収益獲得の機会と捉えた際は「攻める為
替ヘッジ戦略」を機動的に適用し、「守る為
替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を増減す
る調整を行います。

３ お知らせ
約款変更について

●信託期間の延長に伴う約款変更を行いました。� （適用日：2022年６月９日）
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

１万口当たりの費用明細（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a） 信 託 報 酬 27円 0.234％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は11,328円です。
投信会社:ファンド運用の指図等の対価
販売会社:交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンドの

管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社:ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の実

行等の対価

（投 信 会 社） （19） （0.167）

（販 売 会 社） （6） （0.056）

（受 託 会 社） （1） （0.011）

（b） 売買委託手数料 － － 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料:有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （－） （－）

（先物・オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c） 有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税:有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d） そ の 他 費 用 1 0.013 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用:海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および

資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用:監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他:信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （1） （0.007）

（監 査 費 用） （1） （0.005）

（そ の 他） （0） （0.000）

合 計 28 0.247

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

参考情報 総経費率（年率換算）

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.49％です。

総経費率
0.49％

運用管理費用（投信会社）

0.33％

運用管理費用（販売会社）

0.11％

運用管理費用（受託会社）

0.02％

その他費用

0.03％
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

当期中の売買及び取引の状況（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

親投資信託受益証券の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
米国中期債運用戦略マザーファンド 2,057,278 2,386,979 420,701 484,320

利害関係人との取引状況等（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

組入れ資産の明細（2022年９月12日現在）

親投資信託残高

種 類
期 首(前期末) 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
米国中期債運用戦略マザーファンド 4,062,967 5,699,543 6,678,725

※米国中期債運用戦略マザーファンドの期末の受益権総口数は5,699,543,443口です。

投資信託財産の構成� （2022年９月12日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
米 国 中 期 債 運 用 戦 略 マ ザ ー フ ァ ン ド 6,678,725 99.8

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 13,659 0.2

投 資 信 託 財 産 総 額 6,692,384 100.0

※米国中期債運用戦略マザーファンドにおいて、期末における外貨建資産（6,826,425千円）の投資信託財産総額（6,893,180千円）に対す

る比率は99.0％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝142.82円です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。
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米国中期債運用戦略ファンド（ダイワ投資一任専用）

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年９月12日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 6,692,384,304円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 114,032

米 国 中 期 債 運 用 戦 略
マザーファンド(評価額) 6,678,725,006

未 収 入 金 13,545,266

(B) 負 債 13,529,844

未 払 信 託 報 酬 13,215,291

そ の 他 未 払 費 用 314,553

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,678,854,460

元 本 5,837,871,528

次 期 繰 越 損 益 金 840,982,932

(D) 受 益 権 総 口 数 5,837,871,528口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,441円

※当期における期首元本額4,146,101,116円、期中追加設定元本額

2,110,575,020円、期中一部解約元本額418,804,608円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2022年３月12日　至2022年９月12日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 △          2円

支 払 利 息 △          2

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 255,672,327

売 買 益 270,525,602

売 買 損 △ 14,853,275

(C) 信 託 報 酬 等 △ 13,529,844

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 242,142,481

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 27,611,223

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 571,229,228

(配 当 等 相 当 額) (　650,362,873)

(売 買 損 益 相 当 額) (△ 79,133,645)

(G) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 840,982,932

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 840,982,932

追 加 信 託 差 損 益 金 571,229,228

(配 当 等 相 当 額) (　652,729,210)

(売 買 損 益 相 当 額) (△ 81,499,982)

分 配 準 備 積 立 金 269,753,704

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公

社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※分配金の計算過程は以下の通りです。

当 期

(a) 経費控除後の配当等収益 34,776,044円

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 150,293,020

(c) 収益調整金 652,729,210

(d) 分配準備積立金 84,684,640

(e) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 922,482,914

１万口当たり当期分配対象額 1,580.17

(f) 分配金 0

１万口当たり分配金 0

分配金のお知らせ

１万口当たり分配金（税引前）
当 期

0円

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。
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米国中期債運用戦略マザーファンド
第10期（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

信託期間 無期限（設定日：2017年11月７日）

運用方針 ■残存期間が５～７年程度の米国債を主要投資対象とし、原則として、各残存期間毎の投資金額が
ほぼ同額程度となるような運用を目指します。

■組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行います。為替ヘッジ比率につい
ては、主に米国の金利と米ドル／円の為替の相関等を勘案して、効率的なヘッジ比率を決定しま
す。

■大和証券株式会社から運用にかかる助言を受けます。

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位

未満の数値については小数を表記する場合があります。

最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

公 社 債
組 入 比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率

円 ％ ％ 百万円
６期（2020年９月11日） 11,113 4.8 99.6 2,551

７期（2021年３月11日） 10,943 △1.5 98.4 1,343

８期（2021年９月13日） 11,150 1.9 99.3 1,066

９期（2022年３月11日） 11,089 △0.5 99.2 4,505

10期（2022年９月12日） 11,718 5.7 101.5 6,678

※当ファンドの運用方針に対し適切に比較できる指数がないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率

（期　　　首） 円 ％ ％
2022年３月11日 11,089 － 99.2

３月末 11,286 1.8 100.1

４月末 11,557 4.2 99.7

５月末 11,530 4.0 99.2

６月末 11,756 6.0 99.2

７月末 11,936 7.6 99.2

８月末 11,683 5.4 99.3

（期　　　末）
2022年９月12日 11,718 5.7 101.5

※騰落率は期首比です。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

１ 運用経過

基準価額等の推移について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

基準価額等の推移

期 首 11,089円

期 末 11,718円

騰 落 率 ＋5.7％

基準価額の主な変動要因（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　当ファンドは、残存期間が５～７年程度の米国債を主要投資対象とし、各残存期間毎の投資金

額がほぼ同額程度となるような運用を行いました。

　保有する債券の価格下落は下落要因となりましたが、米ドル円相場の上昇や保有する債券の利

息収入が上昇要因となり、基準価額は上昇しました。

10,500
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11,500

12,000

12,500

0

5,000

10,000

期首 '22/4 5 6 7 8 期末

純資産総額（百万円）：右軸

基準価額（円）：左軸
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米国中期債運用戦略マザーファンド

投資環境について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　米国５～７年の中期ゾーンの国債利回りは、前期末比で上昇（債券価格は下落）しました。主

な背景は、物価上昇への警戒の高まりを受け、ＦＯＭＣ（米連邦公開市場委員会）で会合毎に利

上げが決定したことや、５月から７月にかけて利上げ幅が大幅になったこと、６月からＦＲＢ

（米連邦準備制度理事会）の保有資産の削減が開始されたことです。また、米国の堅調な雇用環

境や、個人消費や設備投資といった内需の底堅さが示されたことなども、利回り上昇の材料とな

りました。

　米ドル円相場は円安に振れました。主な背景は、米国だけでなく、欧州や英国、カナダ、オー

ストラリアなど海外の主要国で政策金利の引き上げが行われたこととは対照的に、日銀は日本の

長期金利の上昇を抑制するために国債を購入するなど大規模金融緩和を継続したことを受け、日

本と主要国の金融政策や経済状況の格差が鮮明になったことです。また、資源価格の高止まりな

どによって日本の貿易赤字が拡大したことも円安材料となりました。

ポートフォリオについて（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　当期の騰落率は、＋5.7％となりました。

　債券ポートフォリオは、５～７年までの残存期間毎の米国債の組入比率がほぼ均等となるよう

に構築し、残存期間の分散を図りました。

　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、大和証券株式会社からの助言を受けて以下の運用を行い

ました。ヘッジ比率は、ゼロ％から70％台半ばの範囲で調整しました。期初から５月下旬はゼ

ロ％から30％程度、５月の月末付近から８月上旬は概ね30％程度から50％程度、８月中旬以降は

50％程度から70％台半ばとしました。「守る為替ヘッジ戦略」は、期初から６月上旬は５％程度

から30％程度、その後は期末にかけて、30％程度から50％程度としました。「攻める為替ヘッジ

戦略」は、主に期初から５月中旬に円安判定、主に８月中旬に円高判定とし、「守る為替ヘッジ

戦略」を基準にヘッジ比率を増減する調整を行いました。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

ベンチマークとの差異について（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

　ベンチマークおよび参考指数を設けていませんので、この項目に記載する事項はありません。

２ 今後の運用方針

　引き続き、債券ポートフォリオは、米国債５～７年のラダー型とします。

　為替ヘッジ取引の判断にあたっては、引き続き、大和証券株式会社からの助言を受けて運用を

行います。なお、投資助言者の運用方針は以下の通りです。為替ヘッジは「攻・守」合わせた戦

略を適用します。「守る為替ヘッジ戦略」は常時適応し、債券価格と米ドル円レートが逆方向に

変動する動きを捉え、安定した収益確保を図ります。さらに、米ドル円の市場データを分析した

結果、追加収益獲得の機会と捉えた際は「攻める為替ヘッジ戦略」を機動的に適用し、「守る為

替ヘッジ戦略」を基準にヘッジ比率を増減する調整を行います。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

当期中の売買及び取引の状況（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

公社債

買 付 額 売 付 額

外
国

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル
ア メ リ カ 国 債 証 券 28,672 16,614

※金額は受渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。）

１万口当たりの費用明細（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要

(a) そ の 他 費 用 1円 0.007％ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金

の送回金・資産の移転等に要する費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） (1) (0.007)

（そ の 他） (0) (0.000)

合 計 1 0.007

期中の平均基準価額は11,582円です。

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。

※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

※各項目毎に円未満は四捨五入しています。

利害関係人との取引状況等（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

当期中における利害関係人との取引等はありません。
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況
（2022年３月12日から2022年９月12日まで）

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

Ｂ　個別銘柄開示

外国（外貨建）公社債

区 分 銘 柄 種 類

期 末

利 率 額 面 金 額
評 価 額

償 還 年 月 日
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

％ 千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円
ア メ リ カ US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.1250 13,436 11,882 1,697,043 2028/02/29

US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.1250 13,569 11,864 1,694,540 2028/08/31

US TREASURY N/B 国 債 証 券 1.8750 12,966 11,799 1,685,197 2029/02/28

US TREASURY N/B 国 債 証 券 3.1250 12,127 11,911 1,701,252 2029/08/31

小 計 － 52,098 47,458 6,778,034 －

合 計 － － － 6,778,034 －

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

投資信託財産の構成� （2022年９月12日現在）

項 目
期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 6,778,034 98.3

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 115,145 1.7

投 資 信 託 財 産 総 額 6,893,180 100.0

※期末における外貨建資産（6,826,425千円）の投資信託財産総額（6,893,180千円）に対する比率は99.0％です。

※外貨建資産は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、期末における邦貨換算レートは、１

アメリカ・ドル＝142.82円です。

組入れ資産の明細（2022年９月12日現在）

公社債

Ａ　債券種類別開示

外国（外貨建）公社債

区 分

期 末

額 面 金 額
評 価 額

組入比率 うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満

千アメリカ・ドル 千アメリカ・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％
ア メ リ カ 52,098 47,458 6,778,034 101.5 － 101.5 － －

合 計 － － 6,778,034 101.5 － 101.5 － －

※邦貨換算金額は、期末の時価を日本の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。

※組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
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米国中期債運用戦略マザーファンド

資産、負債、元本及び基準価額の状況
（2022年９月12日現在）

項 目 期 末

(A) 資 産 14,750,993,939円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 83,906,444

公 社 債(評価額) 6,778,034,483

未 収 入 金 7,884,697,056

未 収 利 息 3,309,352

前 払 費 用 1,046,604

(B) 負 債 8,072,074,324

未 払 金 8,058,528,856

未 払 解 約 金 13,545,266

そ の 他 未 払 費 用 202

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 6,678,919,615

元 本 5,699,543,443

次 期 繰 越 損 益 金 979,376,172

(D) 受 益 権 総 口 数 5,699,543,443口

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,718円

※当期における期首元本額4,062,967,155円、期中追加設定元本額

2,057,278,278円、期中一部解約元本額420,701,990円です。

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額

が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す

る額（元本の欠損）となります。

※期末における元本の内訳は、米国中期債運用戦略ファンド（ダ

イワ投資一任専用）5,699,543,443円です。

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資

信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に

規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな

ります。

損益の状況
（自2022年３月12日　至2022年９月12日）

項 目 当 期

(A) 配 当 等 収 益 39,273,346円

受 取 利 息 39,282,920

支 払 利 息 △        9,574

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 232,063,127

売 買 益 1,206,646,062

売 買 損 △  974,582,935

(C) そ の 他 費 用 等 △      417,159

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 270,919,314

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 442,373,970

(F) 解 約 差 損 益 金 △   63,618,194

(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 329,701,082

(H) 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 979,376,172

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 979,376,172

※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

※解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。

お知らせ
＜約款変更について＞

　該当事項はございません。


